
４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

義務的経費 

 66億5,204万円 
（前年度 64億6,221万円） 

構成比 34.4％ 

投資的経費 

 42億3,641万円 
（前年度 94億1,869万円） 

構成比 21.9％ 

その他の経費 

 84億5,955万円 
（前年度 77億5,010万円） 

構成比 43.7％ 

公債費 30億4,062万円 

（前年度 29億6,053万円） 

構成比 15.7％ 

 
扶助費 12億6,569万円 

（前年度 13億2,319万円） 

構成比 6.6％ 

普通建設事業費 

42億2,991万円 

（前年度 94億1,219万円） 

 

災害復旧事業費     650万円 

（前年度 650万円） 

 

構成比 21.9％ 

物件費 35億5,091万円 

（前年度 34億2,400万円） 

構成比 18.4％ 

補助費等 33億2,129万円 

（前年度 29億1,485万円） 

構成比 17.2％ 

新庁舎整備事業などの

大型事業に係る地方債償

還利子が新たに発生する

ことより増加していま

す。 

新庁舎整備事業に係る

事業費が減ったことによ

り、減少しています。 

一般会計 歳出（支出：性質別） 

人件費 23億4,573万円 

（前年度 21億7,849万円） 

構成比 12.1％ 

新型コロナウイルスワ

クチン接種扶助費の減な

どにより、減少していま

す。 

 

その他 15億8,735万円 

（前年度 14億1,125万円） 

構成比 8.1％ 

物価高騰による水道光

熱水費や公共施設の指定

管理料などが増えたこと

により、増加しています。 

公債費 

増減のポイント 

扶助費 

普通建設事業費 

物件費 

職員給与に係る給与改

定や昇給などにより増加

しています。 

人件費 

物価高騰対策事業に係

る上下水道事業への繰出

金が増えたことにより、

増加しています。 

補助費等 

減 

減 

増 

増 

増 

増 


